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調査事業の概要
調査事業の目的と調査事業の内容

１
(1)

調査事業の目的
新型コロナウイルス感染症拡大により、インバウンドが途絶え、観光関連業界は大きな痛手を負うとともに、その影響

は地域経済にも波及している。
インバウンド需要の回復を見据え、ＤＭＯ（Destination Management Organization）及び自治体の取り組みの実態把握を

近畿運輸局と連携して行い、関西地域が一体となった持続可能な支援の在り方を検討する。

調査事業の内容
ＤＭＯ及び自治体の実態把握をアンケート調査（Weｂ）を実施し、主として以下の取組を活かした支援の在り方の検討

を行う。

▶ＩｏＴやＶＲ等のデジタル技術を効果的に活かした取組
▶地域でのブランドの形成とそれに携わる企業等との連携した取組
▶関西にある見学可能な産業施設を活かした取組

また、安全・安心・安堵の視点から、外国人目線で見たインバウンド観光インフラの課題についても併せ検討を行う。

出典：ＪＮＴＯ訪日外客数・出国日本人数データよりダン計画研究所が作成 出典：平成２９年１２月１９日、観光庁「観光戦略
実行推進タスクフォース（第１６回）参考資料」
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●有識者等による検討委員会
「インバウンドの需要回復を見据えた支援の在り方検討委員会」を立ち上げ、調査期間中に全３回開催
●アンケート調査
近畿管内ＤＭＯ（登録ＤＭＯ２７か所、候補ＤＭＯ１６か所）及び府県政令市に対してアンケート調査を実施
●ヒアリング調査
デジタル技術活用や地域資源活用を先行して行っている７ＤＭＯ等に対してヒアリングを実施
●文献調査
観光需要拡大に資する優れたデジタル技術候補の整理
●成果報告会
近畿運輸局と連携し、地域のＤＭＯ、観光業に携わる事業者、観光業に興味を有する事業者、自治体、観光協会といった様々な立場の参加者を
対象に、オンラインセミナーを開催

調査事業の概要
調査手法

１
(2)

インバウンドの需要回復を見据えた支援の在り方検討委員会

【委員】
（委員長）
近畿大学経営学部・大学院商学研究科教授 高橋 一夫

（委員）
一般財団法人 関西観光本部 事務局次長 安東 明美
株式会社JTBグローバルマーケティング西日本インバウンド事業部 北邨 昌子
一般財団法人 アジア太平洋研究所 研究員兼研究推進部員 野村 亮輔

【ゲストスピーカー】
ティー・アンド・ティー株式会社 代表取締役社長
兼 株式会社Geek Guild 代表取締役会長CEO 手嶋 雅夫

豊岡観光イノベーション 経営企画部 部長 川角 洋祐
公益財団法人堺市産業振興センター海外需要開拓コーディネーター エリック・シュヴァリエ
竹中大工道具館 館長 西村 章
株式会社日吉屋/株式会社TCI研究所 代表取締役 西堀耕太郎

【オブザーバー】
近畿運輸局 観光部 観光地域振興課長 岩野 住之
経済産業省商務・サービスGクールジャパン政策課 企画官 渋谷 哲久

【事務局】
近畿経済産業局 通商部 投資交流促進課
株式会社ダン計画研究所

調査手法

成果報告会
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調査の結果
アンケート調査、ヒアリング調査から見たＤＭＯの実態

２
(１)
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●今後ターゲットにしたい国は、フランス、台湾、イギリス、中国、オーストラリアの順。
●インバウンドの需要回復に向けた課題としては、「地域事業者が保有する宿泊・体験の予約データなどと
連携できていない」「地域の認知が不足している」「地域情報の発信が不足している」との回答が多い。
●上記課題の解決の方法にあっては、全てのＤＭＯが「デジタル技術の活用」と回答。



調査の結果
アンケート調査、ヒアリング調査から見たＤＭＯの実態

２
(１)
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●今後導入したいデジタル技術としては、広域連携ＤＭＯにおいては「行動追跡システムの導入」「観光地
の混雑状況のリアルタイム配信」、地域連携ＤＭＯにおいては「生体認証システムの活用」の回答が多かっ
た。地域ＤＭＯに関しては「WEB・SNS上でのコロナ感染症対策に関する情報発信」の回答が100％であった。
●デジタル技術活用の障壁や課題としては、「資金確保が困難である」「地域の事業者の連携が大変であ
る」「スタッフの教育・トレーニングが難しい」などの回答が多かった。 

 

 

 



調査の結果
アンケート調査、ヒアリング調査から見たＤＭＯの実態

２
(１)
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●９割強の管内ＤＭＯから、国によるインバウンドの需要回復に向けた取り組みの情報発信・情報共有の場
について、「必要」かつ「参加したい」との回答があった。

必要と思

う, 94.7

わからな

い, 5.3

国による情報発信・情報共有の場の必要

性 ％（N=19）

参加した

い, 94.7

わからな

い, 5.3

情報発信・情報共有の場への参加意向％

（N=19）

＜成功・先進事例＞
・観光ＤＸの成功事例
・他団体の事例
・新型コロナ禍で各地域が行っている取り組み
・ウィズコロナ、アフターコロナにおけるインバウンド旅行者
の受入方法

＜外国語対応の取組＞
・外国語に訳し難い専門用語の一般的な翻訳例。若しくは日本
共通の翻訳例

＜その他＞
・スキルアップのセミナー
・国によるインバウンドの需要回復に向けた取り組み
・政府による渡航制限の緩和に向けた具体的なロードマップ及
び戦略
・リアルに海外マーケットに取材した結果に基づく日本への旅
行需要の情報共有
など

希望する情報発信・情報共有の主な内容



調査の結果
アンケート調査、ヒアリング調査（抜粋）

２
(１)
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○デジタル技術（トラベルテック）の活用
・マーケティングとプロモーションのＰＤＣＡを回すなどデジタルマーケティングの画期的な取り組みや
デジタルマーケティングで成功しているDMOはまだ少数である。（一般財団法人神戸観光局）
・最近は大手OTA（Online Travel Agent)から顧客データを得られなくなってきており、自前でのデータ収集
は重要である。（一般社団法人豊岡観光イノベーション）
・デジタル技術は日進月歩であり、外国企業も含めて先進的な企業や技術の活用方法など最新の情報が得
られれば非常に助かる。（一般財団法人神戸観光局）
・データ活用方法を学ぶ場や、デジタル事業者に関してはあまりコネクションがない。予約システムから
得た膨大なデータをどの様に活用していけば良いのか、どこにアプローチすればよいのか知識がない。(一
般社団法人田辺市熊野ツーリズムビューロー)

○地域資源の活用
・マネジメントエリアの広いＤＭＯでは地域事業者との距離がある場合が多く、地域資源の活用は不得意
であり、地域密着の小さなＤＭＯに可能性がある。（一般社団法人豊岡観光イノベーション）
・後背地にゴルフ場も多く、ゴルフクラブの産地もあることから、両者を組み合わせて、ゴルフをテーマ
にしたツーリズムの開発を検討中である。（一般財団法人神戸観光局）

○広域周遊化
・ 万博に向けても奈良・三重・伊勢などと紀伊半島全体でのプロモーションが必要。（一般社団法人田
辺市熊野ツーリズムビューロー）



デジタルマーケティング・地域資源活用の先進事例
豊岡観光イノベーション、竹中大工道具館

３
(1)

インバウンド需要回復に資するデジタルマーケティング・地域資源活用事例集より抜粋
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調査の結果
インバウンドの需要回復を見据えたＤＭＯの課題の整理

２
(２)

課題１：インバウンド誘客につながる効果的なデジタルマーケティングができていない
多くのＤＭＯが地域マネジメントエリアの認知度不足を課題として捉えている。
解決手段として「デジタル技術の活用」が重要と考えている一方で、ターゲット国・地域の設定にデジタルマーケティング

手法を用いておらず、更には自社ウェブサイトでのアクセス解析も十分とは言い難い状況にある。

課題２：デジタル活用にあっては資金・デジタル人材の確保が障壁になっている
デジタル活用の障壁・課題として「資金確保」が指摘されている。同時にデジタル技術の内製化にむけた人材育成について

も「スタッフの教育・トレーニングが難しい」との回答が多い。人材については、デジタル技術への対応スタッフに加え、海
外現地へのアプローチや受入れ環境整備の推進に特化した人材の不足、外国人のネイティブ人材のプロパー職員の確保も課題
として挙げられている。

課題３：デジタルサプライヤーに関する情報及び費用対効果に関する情報が不足している
デジタル技術は日進月歩であり、地域内、国内に関わらず先進的なトラベルテック・サプライヤーを知りたいというＤＭＯ

のニーズが存在するものの、事業者に関する情報が不足しているという意見がある。

課題４：新たな地域資源（地域ブランド、産業観光等）の活用が不十分
新たな観光コンテンツとして、地域資源への関心が高まり、観光消費の増大へ寄与も大きく期待されている。推進にあたっ

ては、地域事業者との連携・協力が求められ、受け入れ側の環境整備や意識改革等の課題も存在している。
さらに、地域特産品や産業観光資源、スポーツ等、新たな地域資源を活用した観光商品の造成においては、ターゲット市場

やインバウンド客と地域の保有する地域資源の特性を吟味し、ターゲットに応じ、持続可能なビジネスモデルを開発する必要
がある。また、広域周遊化に関しては、既存の交通網を活かした取り組みはあるものの、地域毎の連携に対する温度差や利害
関係の調整が課題となっている。
地域ブランド活用の視点での統一したイメージやストーリーで括り他地域との差別化を図る取り組みは、インバウンドに対

する訴求効果も大きく、さらなる展開が期待される。
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インバウンド需要の回復を見据えた支援の在り方
インバウンド需要の回復を見据えた支援の在り方

４
(１)

支援の在り方１：デジタル活用の意識付けと積極活用の推進

地域が有する資源、地域事業者の意向及び旅行形態の変化などを踏まえ、インバウンド客の旅マエ・旅ナカ・旅アトの心理・
行動プロセスの変化に沿ったデジタル技術の活用を行うことで、地域の魅力を最大限に伝えるプロモーションや観光サービスを
提供していくことが可能となる。
一方で、管内ＤＭＯの大多数においては、「インバウンド誘客につながる効果的なデジタルマーケティングができていない」

「デジタル活用にあっては資金・デジタル人材の確保が障壁になっている」「トラベルテック・サプライヤーに関する情報及び
費用対効果に関する情報が不足している」ことから、これら課題の解決につながる「デジタル人材育成」、「デジタル活用マッ
チング」の活動が期待される。

支援の在り方２：新たな地域資源の活用と発信
タビナカの「食事」「体験」「買物」シーンで地域ブランドに根付いた新たな地域資源の活用が有効であり、体験コンテンツ

や商品開発を推進することにより、トラベルトレードの可能性が向上する。
一方で、管内ＤＭＯにおいては、「新たな地域資源（地域ブランド、産業観光等）の活用が不十分」な状態にあることから、

これら課題の解決につながる「地域資源活用促進」の活動が期待される。

出所：高橋一夫「デスティネーション・マーケティングのすすめ第5回」日経グローカル No.369 2019. 8.5 pp44 -45
経済産業省令和元年度ローカルクールジャパン推進事業「トラベルテックの導入に関する調査等事業報告書」
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インバウンド需要の回復を見据えた支援の在り方
具体的アクション

４
(２)

デジタル人材育成支援
目的・テーマ DMOのデジタル人材育成、初歩的なマーケティング業務の内製化支援
参加対象者 DMO

実施内容 デスティネーションマーケティングの基礎、データ分析方法の基礎的トレーニング
デジタルプロモーションやWEBマーケティングについてのスキルアップセミナー・勉強会、先進事例の共有

備考 DMOの属性、取組進捗、レベルに配慮した内容
単発ではなくシリーズでのレクチャー

デジタル活用マッチング
目的・テーマ DMOや地域の事業者側のニーズとデジタル事業者側のシーズのマッチングの場
参加対象者 トラベルテックに関心のあるDMO、観光関連事業者、デジタル技術事業者

実施内容
最新のトラベルテックを知りたいDMOや観光事業者と観光に事業展開したいデジタルサプライヤーの情報共有の場
として、コーディネータを配して事例紹介、マッチングなど
様々なデジタルサービスの特徴と活用方法を学び、地域側がサービスの取捨選択の判断をできるようにする

備考 観光とデジタルの両方に精通したコーディネータが必要

地域資源活用推進

目的・テーマ 地域資源を活用した観光プログラム造成に向けた地域資源関係者とDMOの連携促進

参加対象者
DMO、自治体、地域資源関係者（事業者、産業施設、産地組合等）、商工会、観光関連事業者、
外国人等のインバウンド目線を持った専門家、自治体

実施内容
地域の伝統産業やものづくり産地のなかで、観光コンテンツとして捉え直しができないか洗い出し
先進事例の紹介や地域ごとのワークショップ
持続可能な連携方法についての紹介

備考 観光商品化においては、地域資源側ばかりに負荷がかからず、民間企業・観光事業者・地域資源関係者それぞれの
利益が最大化できるバランスに留意
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